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不況下における企業の
採用活動についての一考察
A Consideration of Enterprise 
Recruitment Activity during 
this Recession
篠　宮　かほり
　　The purpose of this paper is to explore determinants of mid-career 
recruiting by enterprises during this recession. According to the ﬁndings, 
1) large enterprises are more actively hiring job-changers than small and 
medium-sized enterprises, 2) although converting from part-time employees 
to full-time employees has a positive impact on mid-career recruiting, those 
enterprises with a high proportion of part-time employees are reluctant to 
hire job-changers.
　　Therefore, the author proposes that mid- career recruiting by small 
and medium-sized enterprises should be encouraged both by converting 
from part-time employees to full-time employees and by curbing part-time 
employment.
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1．問題の所在
　現在日本社会では、生活不安の要因として労働に関する問題の存在感が増
している。この背景として考えられることは、① 2002年から 2007年までの
景気拡大において恩恵を受けたのは大企業に留まり、所得格差が拡大したこ
と1)、②労働者派遣における対象業務の自由化を進めるといった政府の規制緩
和により、非正規労働者が増加し（図 1・2）、不安定な雇用状態に置かれる
労働者を増やす結果となったこと2)（図 2より、今回の不況においては、正社
員・契約社員等が若干の減少、派遣社員数は大きく減少したことが分かる）、
1)　 2007年時点で日本の「相対的貧困率」（国民の経済格差を表す）は OECD加盟 30カ国中ワー
スト 4位の 15.7%であることからも、所得の再分配が十分に行われていないことが確認で
きる。
2)　 厚生労働省は『平成 22年版労働経済白書』において、非正規労働者が増加して所得格差が
広がった背景として、労働者派遣制度の規制緩和や、企業がコスト抑制志向を強めたこと
を挙げている。また、2000年代前半における欧州の非正規雇用比率、雇用形態別の雇用創
出量については European Commission （2003）がある。
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　  資料出所：総務省「労働力調査」より作成
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③世界金融危機による不況を契機として雇用情勢が悪化したこと3)、④人口高
齢化により将来への不確実性が高まっていることなどである。
　このように将来に対する見通しの悪い状況にある労働者が、自らの職業人
生をより良いものとするためには「正社員転職市場4) の整備」が必要である
と考える。なぜならこのことが、柔軟であり、機会の平等の保障された労働
市場を実現させる一助となると考えられるからである。
　図 3からは、企業による中途採用の実施割合は 2007年まで増加傾向にあり、
2009年には不況の影響で減少したものの、現在回復傾向にあることがわかる。
また図 4からは、好況の影響を受けて 2003年から 2008年にかけて男性の正
社員希望割合が高まったのち、2009年には落ち込んでいる一方、女性は景
気変動にかかわらず、一定割合の失業者が正社員採用を希望している実態が
わかる。 
　しかし、 現状では「新卒一括採用」が一般的な正社員採用方法であり、こ
の仕組みの下では、就職希望者が一生に一度のチャンスを逃した場合の代償
が大きい。また、採用者側にとっても採用の自由度が低く、採用コストが高
まるという弊害が起こっている。したがってこの採用慣行を見直し、「労働
3)　 2009年 7月の完全失業率は、月次水準で統計開始以来過去最高の 5.7%、年平均でも 5.1%
（5.4%を記録した 2002年は下回る）であった。
4)　本論文では、以下すべて転職市場は正社員対象とする。
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者自らが自身の人生を設計することで、働きやすく、精神的に豊かな生活を
送れる社会」、「多様な人材の採用により企業が生産性を高め、また産業構造
の転換が円滑な社会」に向けた、新たな仕組みを構築すべきである。
　昨今の不安定な状況下において実施された正社員中途採用の決定要因を分
析することは、転職市場の健全な育成に向けた政策を検討する上で意義が大
きいと考え、本研究では不況下の 2009年における企業の採用活動を分析す
ることとした。
　2009年の失業動向の特徴は、①金融危機で失業率が急上昇したこと、②求
人が減少したことによる非自発的失業が多いこと、③すでに述べたが、規制
緩和によってそれまで拡大していた労働者派遣が急速に冷え込んだこと、④
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　  資料出所：厚生労働省「労働経済動向調査」より作成
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産業の違いを問わない大規模な総需要の不足によってもたらされた可能性が
あることである。また、玄田（2010）によれば、自発的離職者数は 07年以降、
わずかながらも増加傾向にあり、不況期には職場環境や仕事内容が急速に悪
化することから、より良い条件・失業給付を求めて自ら転職をする傾向が強
まっているのかもしれないとしている5)。
2．先行研究と研究目的
2‒1．先行研究
　労働市場に関わる問題意識の多くは「若年雇用」や「雇用の多様化」といっ
たものであり、また転職に関する研究の多くはその賃金変化に着目したもの
である。特に日本での転職市場研究においては、日本の長期雇用システムと
の関係が議論されることが多い。そうした中で、本研究の参考となる先行研
究を以下に 4つ挙げる。
　若年雇用の研究としては玄田（2004）があり、45歳以上の従業員割合が
高い企業では、中高年の雇用維持のために新卒採用意欲が低く、中高年と若
者の間での「置換効果」が起こっているという。
　非正社員から正社員への転換制度についての「通説」を検証し、企業・労
働者双方にとっての意義と今後の課題について議論されたものとしては、武
石（2008）がある。パート社員から正社員への転換制度がある事業所の割合
は 45.8%であり、その導入理由は①人材の多様性の確保、②即戦力としての
期待、③低い採用リスク、④転換後の高い定着率、⑤非正社員のモチベーショ
ン向上策、⑥非正社員層における優秀な人材の確保など、多様であるという。
　企業の採用行動について、中途採用と新卒採用の違いに着目した研究とし
ては、明治大学キャリア研究グループの調査がある。2009年 2月から 3月
に実施されたこの調査からは、最近 1年間に実施された中途採用の位置づけ
は、景気の拡大を背景とした必要人員の増大に対する対応策と考えられるこ
とが明らかになっている。
5)　 従来の研究では、自発的離職者数は好況期に増加し、不況期には抑制されるのが常識とさ
れている。
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　篠宮（2009）は企業の採用行動に影響を及ぼす要因に着目し、転職市場拡
大の促進要因と阻害要因を分析した。企業の採用慣行を 3つに分類（新卒者
依存型、新卒・転職者混合型、転職者依存型）し、それぞれにおいて二項ロ
ジスティック回帰モデルによる採用行動関数を推定した。その結果、派遣労
働者の存在には正社員の中途採用を阻害する効果を持つ可能性があることが
分かった。
2‒2．研究目的
　こうした先行研究を踏まえ、2009年に実施された西宮市の調査における
個票データを使用し、不況下における企業の採用活動を分析する。中途採用
実施の決定要因を明らかにし、今後求められる政策について検討することが
目的である。
3．仮説と分析方法
3‒1．計量モデルと検証する仮説
　本研究では二項ロジスティック回帰モデルを用い、不況下の企業による正
社員中途採用の促進要因と阻害要因とを検証することとした。
　二項ロジスティック回帰モデル
 log
    p
 (1-p) =α+β1
X1+β2X2+β3X3+β4X4+β5X5+β6X6+β7X7+β8X8+μ
　Y：中途採用実施の有無（0又は 1）
　p：Y=1となる確率
　今回は中途採用を①すべての正社員中途採用（以下、「全中途採用」）と、
②パート社員から正社員への転換による中途採用（以下、「正社員転換））、
③パート社員からの転換を除く、正社員の中途採用（以下、「転換以外の中
途採用」）の 3つに分類して検討する。なぜならパート社員から正社員への
転換はそれ以外の中途採用とは採用経路が大きく異なり、実施企業の特性に
も違いがみられると考えたからである。
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　αは定数項、βは係数でμは残差項、説明変数は以下の通り。
X1：規模
X2：売上高変化
X3：企業の人員構成
　　（若年比率、中高年比率、女性比率、パート社員比率、派遣労働者比率）
X4：雇用形態別社員不足度（正社員、派遣労働者、契約・パート社員）
X5：男性の平均賃金（所定内賃金）
X6：定年制の有無
X7：パート社員の正社員転換制度の有無 （ケース②、③では除外）
X8：業種ダミー
　　（特定の業種に該当する場合は 1、そうでない場合は 0とする）
　各説明変数の持つ意義と検証する仮説は以下の通りである。
(1）労働者は労働条件の良い職場を求めて移動する。したがって、売上が
好調であるほど中途採用を実施できる企業は多いと考えられる（X2）。ま
た、業績回復が比較的早い、規模の大きな企業ほど中途採用が活発に行われ
ている、つまり規模の大きさは中途採用にプラスの影響がある（X1）。さら
に、賃金水準が高い企業の方が中途採用できる可能性が高いとも考えられる
（X5）。
(2）中高年比率の高い企業は、既存の雇用を維持するために新規雇用を控え
る可能性があり、中高年比率は中途採用にマイナスの影響がある（X3）。
(3）企業において非正規化が進むと、正社員に対する需要が減少すると考え
られる。また、派遣労働者と正社員転職者の間には代替効果がある可能性も
あることから、非正社員比率は中途採用にマイナスの影響がある（X3）。
(4）一般には、正社員が不足しているから、正社員の中途採用が行われる。
そして今回の不況下においても、正社員の不足は中途採用が行われる重要な
背景であり得る。なぜなら、コスト削減のために正社員雇用が極力抑えられ
る中で、「将来の企業を担う」といった長期的な視点は反映されにくく、即
戦力となる転職者の中途採用が優先される可能性があるからである。つま
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り、正社員の不足度は中途採用の実施にプラスの影響を与えると考えられる
（X4）。
(5）パート社員からの正社員転換を実施している企業は、正社員中途採用に
対して積極的と考えられる（X7）。
(6）定年制がある（解雇予告を必要としない自動的な退職年齢が設定されて
いる）と、その退職により失われる経験者を補充することで技術力を維持す
る必要性があるため、定年制の実施は中途採用にプラスの影響がある（X6）。
(7）不況下では、中途採用をする企業は雇用増加している業種（医療、福祉
やサービス業6)）に集中していると考えられる（X8）。
3‒2．使用するデータ
　今回実証分析に使用したデータは、関西学院大学少子経済研究センターが
集計に協力をした「西宮市内事業所等現況調査」における個票データである。
この調査の概要は以下の通りである。
■調査目的：西宮市内事業所の現況把握（2009年 7月時点）
■ 調査対象：西宮市内の民営事業所から、日本産業分類による産業大分類（農
林水産業及び鉱業を除く）及び従業員規模別の抽出率を用いて無作為に抽
出した 4109事業所
■ 調査時期と方法：2009年 7月上旬に調査票を郵送し、同年 8月 20日まで
に回収
■有効回答数：2196票（回収率 60.8%）
　表 1の西宮市のデータは 2006年「企業・事業所統計調査」を母集団とし、
復元されたものである。この結果、西宮市にはパート社員・女性比率の高さ、
医療・福祉事業所の多さや逆に製造業事業所が少ないこと、といった点は見
られるが、基本的には全国の特徴と良く似ていることが分かる。
[注 ]
1）変数の説明
6)　総務省「労働力調査」を参照。
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・若年比率は 24歳以下の正社員の割合である。
・中高年比率は 45歳以上の正社員の割合である。
2）全国データの出所と比較における注意点について
・中途採用実施率： 厚生労働省「労働経済動向調査」（2009年 8月）より。
・規模：総務省「平成 18年事業所・企業統計調査」から筆者が算出。
・売上高の変化： 厚生労働省「労働経済動向調査」より。
・若年比率、中高年比率、女性比率：総務省「国勢調査」（2005年）より。
・パート比率： 厚生労働省「毎月勤労統計調査」（2009年 6月分）より。
・ 派遣比率：厚生労働省「平成 19年就業形態の多様化に関する総合実態調査」
より。
・ 平均賃金：厚生労働省「毎月勤労統計調査」（2009年 7月分）より。ただし、
産業計での一般労働者（常用労働者のうち、パートタイム労働者でない者）
のみで、規模は 5人以上に限定されている。
・ 定年制普及率：厚生労働省「平成 21年就労条件総合調査」より。また、西
表 1 データの比較
変数名 西宮市 全国
中途採用実施率（30人以上規模） 61.9％（過去３年間）
45％
（’09第２四半期）
30人未満事業所数の割合 94.7％ 94.9％
売上高減少事業所の割合 （対前年比）65.2%（’09 7月）
（対前期比）44％
（'09第 2四半期）
若年比率 11.9％ 8.8％（2005）
中高年比率 40.2％ 44.9％（2005）
女性比率 53.7％ 42.1％（2005）
パート比率 44.4％ 27.2％
派遣比率 3.0％ 4.7％（2007）
所定内賃金の平均（男性） 328,305円 304,141円
定年制普及率（30人以上規模） 79.8％（事業所）
91.8％
（企業）
製造業事業所数の割合 3.3％ 9.3％
医療、福祉事業所数の割合 8.1％ 5.9％
サービス業事業所数の割合 18.0％ 18.9％
　  資料出所：筆者作成
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宮市のデータを規模別に見ると、30～ 99人規模では 76.6%、100～ 299人規
模では 92.4%、300人以上では 100.0%である。
・ 各事業所数割合：総務省「平成 18年事業所・企業統計調査」を参照。（ただ
し農林漁業、鉱業を含む）
3）用語の定義について
「常用労働者」：正社員と有期限雇用社員の合計で、パートタイム労働者を含ま
ない。
「正社員」： 雇用契約の期間の定めのない従業員で、他企業からの出向者を含む。
「パートタイム労働者」：1日又は 1週の労働時間が一般労働者より短い者。
「派遣労働者」： 派遣元に雇用され、調査事業所の指揮命令下で就労する者。
「所定内賃金」：基本給・年齢給・勤続給・職務給などに、諸手当（通勤・住宅・
家族・役付・特殊勤務・精勤などの手当て）を加えたもの。
「職務給」： 仕事の難易度、責任、就労条件などを基準に設定された給与。
4．分析結果
(1）規模について
　いずれのモデルにおいてもプラスで有意であり、「①全中途採用」と「③
転換以外の中途採用」については限界効果が比較的大きい。
　近年グローバル化によって企業間の業績格差が大きくなり、雇用の増減は
規模特性や業種特性によって画一的に決まるのではなく、各企業の人材マネ
ジメントにより左右されるものとされてきた。しかし、今回の不況下におい
ては規模特性が正社員中途採用に大きく影響している。したがって、業績回
復が比較的早い、規模の大きな企業ほど労働条件が良く、中途採用が活発に
行われるという点が、不況下における中途採用の特徴である可能性を示すこ
とができた。
(2）売上高変化について
　すべてのモデルにおいてプラスで有意であり、売上が好調であるほど中途
採用を実施できる企業が多いという仮説は支持された。
(3）中高年比率について
　「①全中途採用」と「③転換以外の中途採用」のモデルにおいてマイナス
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で有意であり、中高年比率が 1%高まると、中途採用の実施確率が約 0.16%
減少する。前述の玄田（2004）による仮説を「企業の人員構成高齢化は新規
の雇用（新卒採用だけでなく中途採用も含む）を抑制する」と考えると、今
回の実証分析によってこの仮説を立証することができた。企業の中高年比率
の高さは新卒採用に限らず、正社員中途採用に対してもマイナスの影響を与
えると言える。しかし、「②正社員転換」のモデルでは中高年比率は中途採
用実施に影響を与えておらず、玄田による仮説は支持されなかった。
(4）パート社員比率について
　「①全中途採用」と「③転換以外の中途採用」のモデルにおいてマイナス
表 2　分析結果表
説明変数
①正社員中途採用 ② パート社員の　　 正社員転換の実施
③ パート社員からの
転換以外の正社員
中途採用
限界効果 Wald比 限界効果 Wald比 限界効果 Wald比
規模 0.1448*** 39.561 0.0277*** 13.227 0.0938*** 22.874
売上高変化 0.0691*** 9.086 0.0155* 3.207 0.0461** 4.994
若年比率 ‒0.0055 .002 0.0425 1.080 ‒0.0194 .033
中高年比率 ‒0.1577*** 8.084 ‒0.0126 .249 ‒0.1245** 5.767
女性比率 ‒0.0589 .734 ‒0.0054 .032 ‒0.0671 1.092
パート社員比率 ‒0.2883*** 21.278 0.0655*** 8.126 ‒0.3188*** 29.881
派遣労働者比率 0.0479 .063 ‒0.0627 .390 0.0680 .156
正社員不足度 0.0434*** 7.089 0.0004 .003 0.0430*** 7.981
派遣労働者不足度 ‒0.0367** 4.036 0.0061 .870 ‒0.0342** 4.367
パ トー社員不足度 0.0115 .696 0.0064 1.028 0.0116 .835
平均賃金 0.0000 .278 0.0000 .142 0.0000 .280
定年制の有無 0.1339*** 11.799 0.0343 * 2.755 0.1074*** 8.758
パート社員の
正社員転換 0.4176*** 34.953
製造業ダミー ‒0.1044* 3.557 ‒0.0303 1.521 ‒0.0623 1.568
医療・福祉ダミー 0.1196* 3.648 ‒0.0334 1.804 0.1196** 4.145
サービス業
ダミー 0.0949* 3.552 ‒0.0134 .381 0.0959** 4.223
サンプル数 1040
Nagelkerke R2乗 .287 .135 .174
***：1%有意、**：5%有意、*：10%有意
資料出所：筆者作成
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で有意であり、企業の人員構成においてパート社員比率が 1%上昇すると、
正社員中途採用の実施確率は約 0.3%減少する。一方で、「②正社員転換」の
モデルではプラスで有意である。これは、一定数以上のパート社員がいなけ
れば、正社員への転換制度の整備が遅れていたり、実施されにくいといった
要因が考えられる。
(5）正社員不足度について
　「①全中途採用」と「③転換以外の中途採用」のモデルにおいてはプラス
に有意であり、不況下においても正社員の不足度は中途採用の実施にプラス
の影響を与えるという仮説は支持された。
(6）派遣労働者不足度について
　「①全中途採用」と「③転換以外の中途採用」のモデルにおいて、マイナ
スで有意である。この背景としては、労働力に不足感があっても正社員の新
規雇用には結び付きにくく、派遣労働者で補うという企業の人材マネジメン
トの存在が考えられる。つまり、労働力の不足する企業の中には、正社員の
雇用を避けた結果として派遣労働者への不足感を持つ可能性があるのであ
る。
(7）賃金について
　今回の分析では、賃金は中途採用実施に関して有意でなかった。しかし、
賃金の水準を 4分割して中途採用実施率を比較すると（表 3）、最も水準の
低い場合には他よりも実施率が低いことが分かる。よって中途採用の実施に
は一定程度以上の賃金水準の高さが求められるということは証明できたとい
える。また賃金と規模や売上高変化との相関を確認することはできなかった
が、賃金以外の労働条件や知名度、将来性などが規模や売上高の限界効果を
押し上げた可能性がある。したがって賃金変数が有意でないことを理由に労
働市場において労働者は労働条件の良い方へと移動するという説を否定する
ことは難しいと考える。
(8）定年制の有無について
　すべてのモデルで有意であり、定年制の実施により中途採用が促進される
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という仮説は支持された。
(9）パート社員の正社員転換の実施について
　パート社員の正社員転換の実施は正社員中途採用全体にプラスの影響があ
り、その限界効果は非常に大きい。転換制度のメリットとしては、転換後の
定着率の高さや企業側が社員の能力を見極めたうえで正社員として採用でき
るという点が挙げられる。パート社員からの正社員転換が正社員中途採用全
体の実施率を押し上げていることから、この転換制度は転職市場の拡大に向
けて政策的利用価値のある重要な制度だと言える。
（10）業種別ダミーについて
　製造業が「①全中途採用」においてマイナスで有意、医療・福祉とサービ
ス業は「①全中途採用」と「③転換以外の中途採用」においてプラスで有意
である。製造業においては雇用調整が行われ、中途採用が抑制されているこ
と、逆に従業員数の増加している医療・福祉やサービス業においては中途採
用が比較的盛んに行われていることが確認できた。
　「②正社員転換」のモデルでは、有意である説明変数が比較的少なく、限
界効果も小さい。したがってパート社員からの転換は、「①全中途採用」や「③
転換以外の中途採用」と比べると、個別企業による人事施策や正社員転換の
対象となるパート社員の特性などが採用決定要因として大きく影響している
可能性が高いと考えられる。
表 3　賃金水準別中途採用実施率
賃金水準 中途採用実施率
下位 25％（219980円まで） 35.0％
下位 25～ 50％（219980～ 286700円まで） 55.8%
下位 50～ 75％（286700～ 350000円まで） 52.9%
上位 25％（350000円以上） 48.7%
　　　　 資料出所：筆者作成
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5．結語
　今回の不況下においても中途採用が活発である事業所規模、業種があるこ
とが確認された。しかし、今後転職市場を拡大させ、労働者にとってより望
ましい職業人生を実現していくためには、より広く中途採用が実施される必
要がある。分析結果からは、少なくとも今回の不況下では規模特性が中途採
用の実施に大きく影響していることが分かった。企業規模の違いによって中
途採用の実現可能性に差ができてしまう事態は望ましくないことであり、こ
うした状況においては中小零細企業における中途採用促進のための支援を行
うことが必要と考えられる。例えば、知名度で大企業に劣る中小企業にも労
働者が関心を持ちやすい仕組み作りや、零細企業に対する賃金助成などが挙
げられる。この際、数ある中小零細企業の中から、将来有望であり、新しい
人材を必要とする企業を選別し、継続して支援していくといったきめ細やか
さが必要だと考える。
　また、パート社員の正社員転換の実施は正社員中途採用全体にプラスの影
響がある一方で、パート社員比率が高いことは、正社員中途採用を抑制する
力が強いことが明らかとなった。したがって、転職市場の発展を支える重要
な手段として、パート社員の正社員転換制度をより浸透させることが求めら
れるとともに、非正規雇用の拡大を抑制することが求められる。ここで障害
となるのは、多くの事業所において正社員とパート社員とでは採用担当者が
異なることである。転換制度普及のためには、パート社員の採用担当である
現場社員の裁量権を拡大することや、正社員採用を担当する人事部と、現場
採用担当者との連携を強めるといった採用制度の見直しが有効であると考え
られる。さらに、併せてパート社員と正社員との処遇格差の是正に向けた取
り組みが進められれば、パート社員のモチベーション向上が期待できる。そ
の上で、特に中小零細企業に対し、パート社員の正社員化のインセンティブ
を強めるような制度作りや、非正規化の抑制に対する支援を強化していく必
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要があると考える7)。ただし、正社員採用に向けた試行雇用としてパート社員
の採用をする傾向もみられることから、こうした企業については単に非正規
化を進める企業と区別すべきである。この点についてはケーススタディが有
効と考えられるが、本研究では取り組めなかったため、今後の課題としたい。
また、転職者側の特性から転職の決定要因や転職に伴う失業期間の決定要因
を分析したり、多時点での比較によって、経済状況が転職に与える影響を明
らかにしたいと考えている。本研究とこれらの結果により、転職市場の整備
に向けた多角的な政策提案を行いたい。
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